
   奈良工業高等専門学校運営体制の整備に関する要項 
 

平成３０年３月２７日制定 
 
（目的） 

第１条 この要項は，奈良工業高等専門学校（以下「本校」という。）における学内業務の

効率化，教職員業務の平滑化，責任体制の明確化，運営体制の強化､本校の特色化等を図

るために実施する本校の運営体制の整備について定めることを目的とする。 
（部門及び部門の長） 

第２条 本校に次の各号に掲げる部門及び部門の長を置く。 
一 教務部門 教務主事 
二 学生部門 学生主事 
三 寮務・グローバル教育部門 寮務主事 
四 専攻科・研究推進部門 専攻科長 
五 総務部門 校長補佐（総務担当） 

２ 部門の長は，それぞれ担当する部門を統括する。 
（教務部門） 
第３条 教務部門に，次の各号に掲げる委員会及びセンター（以下「委員会等」という。）

を置く。 
一 教務委員会 
二 教育支援センター 

（学生部門） 
第４条 学生部門に，次の各号に掲げる委員会等を置く。 

一 学生委員会 
二 進路対策協議会 
三 学生支援センター 

（寮務・グローバル教育部門） 
第５条 寮務・グローバル教育部門に，次の各号に掲げる委員会等を置く。 
一 寮務委員会 
二 学寮委員会 
三 グローバル教育センター 

（専攻科・研究推進部門） 
第６条 専攻科・研究推進部門に，次の各号に掲げる委員会等を置く。 
一 専攻科委員会 
二 「システム創成工学」教育プログラム教学委員会 
三 「システム創成工学」教育プログラム教育改善委員会 



四 産学協働研究推進センター 
（総務部門） 
第７条 総務部門に，次の各号に掲げる委員会等を置く。 

一 将来計画委員会 
二 点検・評価委員会 
三 「システム創成工学」教育プログラム達成評価委員会 
四 広報センター 

（部門の運営） 
第８条 各部門を構成する委員会等は，相互に連携し運営にあたるものとする。 
（全学委員会） 
第９条 前条までに掲げる委員会等のほか、本校の運営のために必要な委員会及びセンタ

ー（以下「全学委員会」という。）を置く。 
２ 第１条に基づき，本要項の施行日前に置かれる全学委員会を整理するものとする。 
（校務担当） 
第１０条 本校の運営のため，一般教科及び各専門学科に所属する専任教員は，原則とし

て，いずれか一つの部門に参画し、当該部門に置かれる委員会等の校務を担当するもの

とする。 
２ 次の各号に掲げる校務のいずれかを担当する者は，原則として，当該担当する校務の

ほか各号に掲げる校務に担当することを要しない。 
一 一般教科主任又は専門学科主任 
二 学級担任（５年生の学級担任を除く。） 
三 部門に置かれる委員会等の構成員 

 
附 則 

この要項は，平成３０年４月１日から施行する。 
 


